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本
連
合
会
の
第
十
五
回
常
任
理

事
会
と
第
百
六
十
一
回
全
国
理
事

会
・
第
百
三
十
四
回
全
国
評
議
員

会
合
同
会
議
が
三
月
九
日
、
東
京

・
市
ヶ
谷
の
私
学
会
館
で
開
か
れ

た
。
こ
の
う
ち
合
同
会
議
で
は
、

初
め
に
平
成
二
十
一
年
度
の
事
業

中
間
報
告
案
、
同
中
間
決
算
報
告

案
、
補
正
予
算
案
の
概
要
が
説
明

さ
れ
た
。
事
業
中
間
報
告
案
で
は

手
探
り
の
中
で
政
権
交
代
に
対
応

し
私
学
振
興
策
の
拡
充
を
新
政
権

に
要
望
し
て
き
た
経
緯
な
ど
が
、

中
間
決
算
案
に
関
し
て
は
、
例
年

通
り
監
査
報
告
を
も
っ
て
報
告
と

す
る
こ
と
の
提
案
が
あ
り
、
了
承

を
経
て
監
事
に
よ
る
監
査
報
告
が

行
わ
れ
た
。
平
成
二
十
一
年
度
補

正
予
算
に
関
し
て
は
財
団
法
人
日

本
私
学
教
育
研
究
所
の
サ
ー
バ
ー

新
設
に
対
し
て
本
連
合
会
と
し
て

応
分
の
負
担
を
す
る
な
ど
の
た
め

の
補
正
。
こ
れ
ら
の
議
案
は
い
ず

れ
も
原
案
通
り
承
認
さ
れ
た
。

続
い
て
、
平
成
二
十
二
年
度
事

業
計
画
案
に
つ
い
て
は
、
福
島
事

務
局
長
が
新
規
事
業
を
中
心
に
説

明
し
た
。

新
年
度
は
、
従
来
の
事
業
内
容

に
加
え
て
、
原
口
総
務
大
臣
が
平

成
二
十
三
年
度
か
ら
紐
付
き
補
助

金
を
廃
止
し
て
、
一
括
交
付
金
と

す
る
改
革
を
進
め
て
お
り
、
高
校

以
下
の
私
学
助
成
も
対
象
に
な
る

こ
と
か
ら
、
具
体
的
検
討
の
俎
上

に
上
れ
ば
対
応
を
進
め
て
い
く
こ

と
、
そ
れ
に
合
わ
せ
て
私
学
助
成

の
在
り
方
に
つ
い
て
も
委
員
会
を

設
け
て
検
討
す
る
こ
と
、
ま
た
本

連
合
会
と
各
都
道
府
県
私
学
協
会

間
の
事
務
連
絡
に
関
し
て
は
電
子

化
を
進
め
、
迅
速
な
連
携
体
制
を

構
築
す
る
こ
と
、
手
初
め
に
は
、

二
十
二
年
度
の
「
実
態
調
査
」
か

ら
実
施
し
て
い
く
こ
と
、
国
際
化

に
関
し
て
は
、
Ｐ
Ａ
Ｐ
Ｅ
へ
の
対

応
は
二
十
一
年
度
末
で
終
了
す
る

が
、
情
報
収
集
活
動
に
つ
い
て
は

引
き
続
き
進
め
て
い
く
こ
と
な
ど

が
説
明
さ
れ
た
。

ま
た
二
十
二
年
度
の
予
算
案
に

関
し
て
は
、
新
年
度
の
中
学
校
卒

業
者
数
は
前
年
度
と
比
べ
増
え
る

も
の
の
、
依
然
景
気
の
低
迷
が
続

い
て
お
り
、
公
立
高
校
の
無
償
化

の
影
響
も
考
慮
し
て
予
算
の
算
定

基
礎
と
す
る
私
立
中
学
高
校
の
生

徒
数
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
と
同

数
と
し
て
予
算
を
積
算
す
る
こ

と
、
ま
た
本
連
合
会
の
六
十
周
記

念
事
業
の
残
余
金
を
活
用
し
て
事

務
局
の
Ｏ
Ａ
化
を
さ
ら
に
進
展
さ

せ
る
こ
と
な
ど
が
説
明
さ
れ
た
。

こ
れ
ら
の
議
案
は
い
ず
れ
も
原
案

通
り
承
認
さ
れ
た
。

そ
の
後
、
部
会
・
委
員
会
報
告

が
行
わ
れ
、
そ
の
う
ち
私
学
振
興

部
会
か
ら
は
、
各
都
道
府
県
の
平

成
二
十
二
年
度
当
初
予
算
案
に
お

け
る
私
学
助
成
状
況
が
報
告
さ
れ

た
。
こ
の
中
で
近
藤
部
会
長
は
、

就
学
支
援
金
が
新
た
に
出
さ
れ
る

も
の
の
、
従
来
か
ら
の
支
援
策
が

後
退
し
な
い
よ
う
頑
張
っ
て
ほ
し

い
と
理
事
、
評
議
員
ら
に
要
請
し

た
。
教
育
制
度
委
員
会
に
関
し
て

は
、
文
部
科
学
省
の
要
請
に
応
じ

て
教
員
の
資
質
向
上
に
関
す
る
意

見
書
を
三
月
中
に
提
出
す
る
こ

と
、
生
徒
収
容
委
員
会
か
ら
は
各

都
道
府
県
私
学
協
会
を
対
象
に
公

私
立
高
等
学
校
協
議
会
に
関
す
る

諸
問
題
に
つ
い
て
調
査
を
実
施

し
、
冊
子
に
ま
と
め
刊
行
し
た
こ

と
、
二
十
二
年
度
も
四
月
十
日
時

点
で
の
生
徒
数
調
査
を
実
施
す
る

こ
と
な
ど
を
報
告
し
た
。

そ
の
後
、
文
部
科
学
省
か
ら
初

等
中
等
教
育
局
担
当
の
前
川
喜
平

審
議
官
ら
を
迎
え
て
高
校
無
償
化

・
高
校
等
就
学
支
援
金
等
に
関
す

る
説
明
会
を
開
催
し
た
。
説
明
会

に
は
各
都
道
府
県
の
私
学
協
会
事

務
局
長
ら
も
出
席
し
た
。

こ
の
う
ち
就
学
支
援
金
に
関
し

て
は
、
支
給
額
、
支
給
対
象
者
、

支
給
の
流
れ
、
申
請
手
続
き
な
ど

が
説
明
さ
れ
、
続
い
て
質
疑
応
答

が
行
わ
れ
た
。

こ
の
中
で
は
私
学
側
か
ら
、
公

立
高
校
の
生
徒
は
特
別
に
申
請
手

続
き
が
い
ら
な
い
の
に
、
私
立
高

校
生
は
な
ぜ
必
要
な
の
か
と
い
っ

た
質
問
や
、
就
学
支
援
金
の
加
算

申
請
を
す
る
場
合
、
保
護
者
の
課

税
証
明
書
が
必
要
だ
が
、
昨
今
の

個
人
情
報
保
護
の
観
点
か
ら
、
学

校
と
生
徒
間
に
は
特
別
な
配
慮
が

必
要
と
の
懸
念
も
出
さ
れ
た
。

ま
た
極
め
て
短
期
間
の
日
程
の

中
で
就
学
支
援
金
の
申
請
手
続
き

が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
手
続

き
を
簡
便
な
も
の
に
し
て
ほ
し
い

と
い
っ
た
声
も
相
次
い
だ
。

日
本
私
立
中
学
高
等
学
校
連
合
会
発
行

東
京
都
千
代
田
区
九
段
北
四
丁
目
二
番
二
五
号

（
私
学
会
館
内
）
郵
便
番
号
一
〇
二
�
〇
〇
七
三

電
話

〇
三
（
三
二
六
二
）
二
八
二
八
・
一
六
一
五

購
読
料
は
一
年
で
三
千
円
（
会
費
に
含
め
て
徴
収
）

主主なな内内容容
高
校
無
償
化
の
動
向
…
…
…
…
…
２
・
３
面

日
私
中
高
連
２２
年
度
事
業
計
画
…
４
・
５
面

各
都
道
府
県
の
２２
年
度
私
学
助
成
…
…
６
面

日
私
教
研
だ
よ
り
…
…
…
…
…
…
…
…
８
面

全全
国国
理理
事事
会会
・・

全全
国国
評評
議議
員員
会会

合合
同同
会会
議議
にに
おお
いい
てて
２２２２
年年
度度
事事
業業
計計
画画
なな
どど

決決
定定

一
括
交
付
金
改
革

な
ど

に
対
応

各
県
私
学
協
会
と
の
連
携
強
化

高
校
無
償
化
説
明
会
開

く
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民
主
党
の
重
要
施
策
で
あ
る

「
高
校
の
無
償
化
」
が
四
月
一
日

か
ら
実
施
と
な
っ
た
。
高
校
無
償

化
を
実
現
す
る
「
公
立
高
等
学
校

に
係
る
授
業
料
の
不
徴
収
及
び
高

等
学
校
等
就
学
支
援
金
の
支
給
に

関
す
る
法
律
案
」
が
三
月
三
十
一

日
、
参
議
院
本
会
議
で
可
決
・
成

立
、
四
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ
た

も
の
で
、
公
立
高
校
の
場
合
は
、

授
業
料
そ
の
も
の
が
な
く
な
り
、

ま
た
そ
の
た
め
に
特
別
な
申
請
手

続
き
も
必
要
な
い
。
一
方
、
私
立

高
校
で
は
保
護
者
世
帯
の
年
収
に

よ
っ
て
年
額
約
十
二
万
円
～
二
十

四
万
円
が
支
給
さ
れ
る
も
の
の
、

な
お
授
業
料
負
担
が
残
り
、
代
理

受
領
す
る
学
校
法
人
に
相
当
の
事

務
負
担
が
生
じ
、
標
準
額
以
上
を

受
け
る
世
帯
で
は
、
課
税
証
明
書

が
必
要
に
な
る
な
ど
手
続
き
の
煩

雑
さ
を
懸
念
す
る
声
も
上
が
っ
て

い
る
。

四
月
一
日
に
は
同
法
の
施
行

令
、
施
行
規
則
も
公
布
・
施
行
さ

れ
た
。
そ
の
う
ち
施
行
令
で
は
、

公
立
高
校
の
授
業
料
が
不
徴
収
と

な
る
代
わ
り
に
国
が
都
道
府
県
に

そ
の
費
用
を
交
付
す
る
。
一
方
、

私
立
高
校
の
生
徒
等
に
支
給
さ
れ

る
（
学
校
が
代
理
受
領
す
る
）
就

学
支
援
金
は
、
私
立
高
校
等
が
月

額
九
千
九
百
円
、国
立
の
高
校
、同

中
等
教
育
学
校
後
期
課
程
が
九
千

六
百
円
、
国
立
の
特
別
支
援
学
校

高
等
部
が
四
百
円
と
し
て
い
る
。

履
修
す
る
科
目
の
単
位
数
に
応
じ

て
授
業
料
を
設
定
し
て
い
る
高

校
、
中
等
教
育
学
校
後
期
課
程
に

関
し
て
は
、
全
日
制
（
三
年
）、定

時
制
（
三
年
）、通
信
制
で
一
単
位

当
た
り
は
四
千
八
百
十
二
円
。
高

校
卒
業
に
必
要
な
七
十
四
単
位
が

上
限
と
な
る
。

就
学
支
援
金
が
加
算
さ
れ
る
所

得
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
保
護
者

等
の
市
町
村
民
税
所
得
割
が
一
万

八
千
九
百
円
未
満
の
場
合
は
一
・

五
倍
に
加
算
、
保
護
者
等
の
市
町

村
民
税
所
得
割
が
非
課
税
の
場
合

は
二
倍
に
加
算
す
る
。
ま
た
所
得

を
判
断
す
る
対
象
と
な
る
保
護
者

等
に
つ
い
て
は
、
親
権
を
行
う
者

（
未
成
年
後
見
人
を
含
む
、
児
童

相
談
所
長
そ
の
他
の
省
令
で
定
め

る
者
を
除
く
）
と
し
、
上
記
の
者

が
い
な
い
場
合
は
、
受
給
権
者（
高

校
生
等
本
人
）
の
生
計
を
主
と
し

て
維
持
す
る
者
。

ま
た
申
請
等
様
式
・
手
続
き
も

定
め
ら
れ
た
。
受
給
資
格
認
定
申

請
書
に
は
、別
紙
が
あ
り
、「
社
会

全
体
の
負
担
に
よ
り
、
生
徒
の
学

び
を
支
え
る
こ
と
を
通
じ
て
、
将

来
、
わ
が
国
社
会
の
担
い
手
と
し

て
広
く
活
躍
さ
れ
る
こ
と
が
期
待

さ
れ
て
い
ま
す
」
な
ど
と
記
載
さ

れ
て
い
る
。

日
本
私
立
中
学
高
等
学
校
連
合

会
は
就
学
支
援
金
に
お
け
る
私
立

高
校
の
授
業
料
の
取
り
扱
い
に
関

し
て
、
文
科
省
に
確
認
し
た
と
こ

ろ
、
下
記
の
事
項
を
四
月
九
日
付

で
各
都
道
府
県
私
学
協
会
あ
て
に

送
付
し
た
。
全
文
は
別
掲
の
通

り
。

平成２２年４月９日

都道府県私学協会
会 長 殿
事務局長 殿

日本私立中学高等学校連合会
会 長 吉 田 晋

（公印略）

文部科学省との就学支援金事務打合せ会での確認事項（ご報告）

平素、当連合会の諸事業につきまして、格別なるご協力・ご支援を賜り、厚
くお礼申し上げます。
さて、平成２２年４月７日に開催した当連合会吉田晋会長、近藤彰郎副会長

と文部科学省初等中等教育局担当前川喜平審議官、同高校教育改革ＰＴ袖山禎
之主任視学官等との「事務打合せ会」において、下記の事項について確認いた
しましたので、ご報告申し上げます。

記

１．平成２２年４月１日（２２文科初第１７号）付で文部科学省が鈴木寛副大臣
名により各都道府県知事等宛に発出した「公立高等学校に係る授業料の不徴
収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律等の施行について（通知）」
の第二留意事項７の文意について

○第二留意事項７私立高等学校等における授業料

「授業料の設定を含め、私立高等学校等の運営については設置者の権限と責任におい

て行われるべきものであるが、今回の制度の導入に伴って合理性のない値上げを行う

ことは望ましくないこと。」

① 私立高等学校等の運営、授業料の設定等は、もとより学校設置者の専決事
項であること。

② 今回の就学支援金支給は生徒に対するものであり、学校設置者の収入とは
無関係であること（代理受領、相殺等の事務手続きは別）。

③ 従って、学校設置者が自らの経営判断・計画に基づいて、必要な授業料の
値上げをすることは、これまで通りであること。

④ 但し、国会での法案審議の中で、今回の就学支援金支給を契機に制度の目
的を実質的に無にするような授業料値上げへの懸念も示されたため、念のた
め付帯的にこの条項を設けたこと。

⑤ この条項の文意・背景等を十分にご承知置きいただき、各都道府県私学担
当の今後の取扱いに対応されたいこと。

２．就学支援金に係る事務処理手続きの簡素化について

① 今回の制度の実施・責任主体は都道府県であること。
② 既に文部科学省から都道府県に対して示されている「事務処理要領」「関
係資料」等に拘わらず、制度の実施に当たっては、都道府県の裁量・判断に
委ねられている部分が多いこと。

③ 従って、各都道府県私学協会・各私立高等学校は、「手続きの簡素化によ
る学校の事務負担軽減」に向け、当該私学担当行政と十分協議し、両者の事
務処理の実態に即した合理的方法を採用するよう検討願いたいこと。

以 上

高
校
無
償
化
法
案
が
成
立

学
校
法
人
の
事
務
負
担
に
懸
念
も

私立高校の
授業料扱い
就学支援金事務
打合せ会で確認
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文
部
科
学
省
は
四
月
五
日
、
同

省
の
講
堂
で
都
道
府
県
関
係
者
や

高
等
専
門
学
校
関
係
者
ら
を
集

め
、「
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金

説
明
会
」
を
開
い
た
。「
高
校
無

償
化
法
案
」
が
成
立
、
政
省
令
が

公
布
・
施
行
さ
れ
て
以
降
、
初
め

て
と
な
る
説
明
会
。

冒
頭
、
挨
拶
に
立
っ
た
鈴
木
寛

・
文
部
科
学
副
大
臣
は
、
平
成
二

十
二
年
度
の
都
道
府
県
予
算
で
年

収
二
百
五
十
万
円
程
度
未
満
の
世

帯
に
対
し
て
三
十
七
の
自
治
体
で

就
学
支
援
金
と
授
業
料
減
免
補
助

を
合
わ
せ
て
、
授
業
料
が
全
額
免

除
相
当
と
な
る
支
援
が
実
施
さ
れ

る
こ
と
を
取
り
上
げ
て
、「
大
変

あ
り
が
た
い
こ
と
。
そ
の
た
め
に

五
十
億
円
の
地
方
交
付
税
措
置
を

確
保
し
て
い
る
。
平
成
二
十
二
年

度
以
降
は
入
学
金
減
免
も
補
助
の

対
象
と
す
る
。
各
種
支
援
策
、
奨

学
金
充
実
を
」
と
都
道
府
県
関
係

者
に
一
層
の
協
力
を
要
請
し
た
。

そ
の
後
、
袖
山
禎
之
・
初
等
中

等
教
育
局
高
校
教
育
改
革
Ｐ
Ｔ
主

任
視
学
官
ら
担
当
官
か
ら
「
高
校

無
償
化
法
」
の
政
省
令
の
概
要
や

就
学
支
援
金
交
付
に
関
し
て
同
省

が
作
成
し
た
補
助
金
事
務
処
理
支

援
シ
ス
テ
ム
の
概
要
等
が
紹
介
さ

れ
た
。
ま
た
同
省
の
小
山
大
輔
・

私
学
助
成
課
課
長
補
佐
か
ら
は
、

政
府
の
二
十
一
年
度
補
正
予
算
で

設
け
ら
れ
た
「
高
校
生
修
学
支
援

基
金
」
に
関
し
て
、
授
業
料
と
同

等
と
み
な
せ
る
施
設
設
備
費
等
の

納
付
金
に
係
る
減
免
補
助
、
奨
学

金
事
業
で
は
学
力
基
準
に
つ
い
て

評
定
平
均
に
よ
る
判
定
の
緩
和
や

廃
止
、
他
の
実
施
主
体
の
奨
学
金

と
の
併
用
を
可
能
と
す
る
な
ど
の

制
度
変
更
に
よ
る
対
象
者
の
増
加

も
、
基
金
取
り
崩
し
の
対
象
と
し

て
い
る
こ
と
。
そ
れ
に
加
え
て
二

十
二
年
度
か
ら
は
、
私
立
高
校
入

学
者
に
係
る
入
学
料
減
免
補
助
を

同
基
金
の
取
り
崩
し
対
象
と
す
る

こ
と
な
ど
が
説
明
さ
れ
た
。
具
体

的
に
は
授
業
料
及
び
入
学
料
減
免

対
象
者
の
合
計
生
徒
数
に
つ
い

て
、
当
該
年
度
分
が
二
十
年
度
実

績
を
超
え
る
場
合
、
そ
の
超
過
人

数
の
う
ち
、
入
学
料
減
免
補
助
の

増
加
人
数
分
に
係
る
所
要
額
の
二

分
の
一
相
当
額
を
取
り
崩
せ
る
と

い
う
も
の
。
こ
う
し
た
改
正
は
四

月
一
日
付
の
高
井
美
穂
大
臣
政
務

官
名
の
通
知
で
各
都
道
府
県
知
事

等
に
知
ら
さ
れ
て
い
る
。
そ
の

後
、
説
明
会
で
は
親
の
就
労
状
況

や
両
親
が
別
居
し
、
父
親
と
連
絡

が
取
れ
な
い
、
ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク

・
バ
イ
オ
レ
ン
ス
な
ど
の
ケ
ー
ス

の
取
り
扱
い
方
針
や
今
後
の
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
に
関
す
る
照
会
や
質
疑

応
答
な
ど
が
行
わ
れ
た
。
文
部
科

学
省
で
は
四
月
中
に
は
各
都
道
府

県
に
対
し
て
一
回
目
の
就
学
支
援

金
を
交
付
す
る
予
定
で
、
就
学
支

援
金
の
交
付
要
綱
は
財
務
省
と
目

下
調
整
中
だ
が
、
十
日
程
度
以
内

に
は
示
し
た
い
と
し
た
。
そ
の
ほ

か
就
学
支
援
金
に
関
し
て
県
と
学

校
法
人
で
交
わ
さ
れ
る
文
書
は
法

令
レ
ベ
ル
を
除
き
独
自
様
式
で
構

わ
な
い
と
説
明
し
た
。

日
本
私
立
中
学
高
等
学
校
連
合

会
は
、
三
月
十
九
日
、
文
部
科
学

省
の
要
請
に
応
え
て
、
教
員
の
資

質
向
上
に
関
す
る
意
見
を
提
出
し

た
。
こ
れ
は
教
員
免
許
更
新
制
を

含
め
て
教
員
養
成
や
教
員
研
修
制

度
な
ど
の
抜
本
的
見
直
し
を
進
め

る
同
省
が
そ
の
一
環
と
し
て
、
教

育
関
係
団
体
等
か
ら
意
見
募
集
し

て
い
る
も
の
。
本
連
合
会
と
し
て

は
、
別
掲
の
通
り
、
教
員
に
求
め

ら
れ
る
資
質
能
力
、
大
学
の
教
員

養
成
課
程
の
在
り
方
、
現
職
教
員

の
資
質
能
力
向
上
の
在
り
方
等
に

つ
い
て
意
見
を
述
べ
た
。

平成２２年３月１９日

文部科学省初等中等教育局教職員課 御中

日本私立中学高等学校連合会

教員の資質向上に関する意見

１．教員に求められる資質能力について

教員には児童・生徒の学びや成長を促すことを糧として日々の教育実践に励
む一方、専門職として教育研究の研鑽に努めることが求められている。
学校が児童・生徒、保護者引いては社会から尊敬される存在であり続けるた

めには、教員は「教育に対する熱意と使命感」「常に自己研鑽に励み、子ども
の成長を促す能力」などの普遍的資質能力の涵養に弛まず努めることが、必要
にして不可欠な要件である。
さらに、「学習指導力」「生活指導力」「進路指導力」はもちろんのこと、

社会が要請する情報公開や説明責任の流れの中で、現代の多様な教育課題に対
応するためには、「コミュニケーション力」「外部との連携・折衝力」「危機
管理力」「学校経営力」などを一層高めることが求められる。

２．大学の教員養成課程の在り方について

現行制度の「大学における養成」「開放性」を基本的に維持すべきである。
また、教科教育カリキュラムを維持しつつ、シラバス作成やキャリア教育な

ど教職に係る実践力の向上に直結するカリキュラム設定も検討すべきである。
なお、養成課程の規模や期間については、現行システムの歴史的検証を積み

重ねた上で、慎重に検討すべきである。

３．現職教員の資質能力向上の在り方について

教員の資質を磨き能力を高めるためには、ライフステージに応じた現職研修
を質量ともに充実させ制度的に保障することが、学校文化の維持・発展に最も
有効であると思料する。

４．その他

私立中学・高校は、私学の存立基盤とも言うべき自主性や独立性の発揮とい
う経営方針に基づき、教育活動を不断に展開している。したがって、その構成
員たる教員には、公立学校教員とはまた異なる固有にして多様な資質能力が求
められている。
さらに、採用から現職教員の力量形成過程において、自校研修をはじめ各機

関・団体が提供する初任者・十年経験者研修会などに自主的に参加している。
公教育の一翼を担う私立中学・高校教員の教育力の向上を図るためには、よ

り特色ある研修会を多彩に実施できるよう、財政支援など国は責任をもって環
境整備に努めていただきたい。

以上

文部科学省
高
校
等
就

学
支
援
金

法
律
成
立
後
初
の
説
明
会

政
省
令
の
概
要
等
を
説
明

本
連

合
会

教
員
の
資
質
向
上
で
文
科

省
に

意
見
提
出
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私
立
学
校
を
取
り
巻
く
情
勢
が

激
変
す
る
中
で
、
私
立
中
学
校
、

高
等
学
校
お
よ
び
中
等
教
育
学
校

教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、
加
盟

団
体
お
よ
び
関
係
諸
団
体
と
の
緊

密
な
連
絡
提
携
の
も
と
に
、
会
則

に
定
め
る
「
目
的
お
よ
び
事
業
」

に
基
づ
き
、
次
の
事
業
活
動
を
積

極
的
に
推
進
す
る
。

１
�
私
立
学
校
教
育
の
振
興
充
実

に
関
す
る
こ
と

本
連
合
会
の
最
重
要
課
題
で
あ

る
こ
の
事
業
に
つ
い
て
は
、
各
都

道
府
県
私
学
団
体
お
よ
び
関
係
諸

団
体
等
と
の
密
接
な
連
携
の
も
と

に
、
強
力
に
推
進
す
る
。

１
�
私
立
学
校
関
係
国
庫
補
助

金
に
関
す
る
対
策

�
私
学
助
成
を
め
ぐ
る
状
況
に

対
応
し
、
現
行
の
国
庫
補
助
制
度

の
堅
持
・
拡
充
を
図
る
と
と
も

に
、
公
私
立
学
校
間
で
の
公
費
支

出
の
格
差
是
正
に
向
け
て
方
策
の

検
討
を
進
め
る
。

①
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助

成
費
等
補
助
金
は
、
そ
れ
を
構
成

す
る
一
般
補
助
、
特
別
補
助
等
そ

れ
ぞ
れ
の
充
実
を
通
じ
て
総
額
の

拡
充
を
図
る
。

②
学
校
の
施
設
・
設
備
等
の
教

育
環
境
の
改
善
充
実
に
対
す
る
補

助
金
の
充
実
を
図
る
。

③
耐
震
化
工
事
・
激
甚
災
害
・

老
朽
校
舎
の
改
築
等
に
対
す
る
公

立
学
校
と
同
等
の
補
助
金
の
確
保

を
図
る
。

④
私
立
定
時

制
高
等
学
校
生

徒
の
修
学
環
境

の
充
実

を

図

る
。⑤

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済

事
業
団
の
出
資
金
お
よ
び
財
政
投

融
資
資
金
な
ら
び
に
長
期
給
付
に

対
す
る
補
助
金
の
維
持
・
充
実
を

図
る
。

⑥
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
制

度
の
改
善
充
実
を
図
り
、
私
立
高

等
学
校
授
業
料
の
無
償
化
に
つ
い

て
公
立
高
等
学
校
と
同
等
の
取
扱

い
を
目
指
す
。

⑦
義
務
教
育
無
償
の
原
則
（
憲

法
第
２６
条
第
２
項
）
の
趣
旨
に
沿

っ
た
措
置
が
私
立
小
・
中
学
校
に

対
し
て
も
実
施
さ
れ
る
べ
き
こ
と

を
要
請
す
る
。

⑧
私
立
学
校
の
特
色
あ
る
教
育

研
究
活
動
な
ら
び
に
研
修
事
業
の

充
実
に
資
す
る
た
め
、
財
団
法
人

日
本
私
学
教
育
研
究
所
補
助
金
の

拡
充
を
図
る
。

⑨
都
道
府
県
に
よ
る
私
立
高
等

学
校
授
業
料
等
軽
減
事
業
に
対
す

る
国
の
財
政
支
援
措
置
の
拡
充
を

図
る
。

⑩
そ
の
他
、
私
立
学
校
教
育
の

振
興
に
必
要
な
補
助
金
の
確
保
を

図
る
。

�
国
の
財
政
改
革
に
対
応
し
、

私
学
助
成
の
確
保
に
つ
い
て
必
要

な
対
策
を
講
ず
る
。

２
�
私
学
助
成
に
係
る
地
方
交

付
税
に
よ
る
財
源
措
置
に
関
す
る

対
策�

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助

成
に
対
す
る
補
助
財
源
の
増
額
を

図
る
。

�
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済

事
業
団
に
対
す
る
補
助
財
源
の
確

保
と
そ
の
増
額
を
図
る
。

�
私
立
学
校
教
職
員
退
職
金
社

（
財
）
団
に
対
す
る
補
助
財
源
の

確
保
と
そ
の
増
額
を
図
る
。

�
私
立
高
等
学
校
生
徒
授
業
料

軽
減
分
に
対
す
る
補
助
財
源
の
確

保
と
そ
の
増
額
を
図
る
。

�
そ
の
他
、
私
立
学
校
教
育
の

振
興
に
必
要
な
補
助
財
源
の
確
保

を
図
る
。

３
�
私
学
助
成
財
源
の
あ
り
方

の
検
討

地
方
分
権
の
推
進
に
係
る
諸
施

策
に
対
応
し
、
現
行
の
「
国
庫
補

助
金
制
度
」「
地
方
交
付
税
制

度
」
を
検
証
し
、
私
学
助
成
財
源

の
あ
り
方
を
検
討
す
る
。

４
�
学
校
教
育
に
対
す
る
公
費

支
出
の
あ
り
方
の
検
討

公
私
立
学
校
間
で
の
公
費
支
出

の
格
差
是
正
方
策
を
検
討
す
る
。

５
�
都
道
府
県
の
私
学
助
成
に

関
す
る
対
策

�
私
立
中
学
校
、
高
等
学
校
お

よ
び
中
等
教
育
学
校
に
対
す
る
都

道
府
県
に
よ
る
経
常
費
助
成
の
財

源
の
確
保
を
図
る
。

�
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済

事
業
団
に
対
す
る
都
道
府
県
に
よ

る
補
助
財
源
の
確
保
を
図
る
。

�
私
立
学
校
教
職
員
退
職
金
社

（
財
）
団
に
対
す
る
都
道
府
県
に

よ
る
補
助
財
源
の
確
保
を
図
る
。

�
私
立
学
校
振
興
会
に
対
す
る

都
道
府
県
に
よ

る
補
助
財
源
の

確
保
を
図
る
。

�
そ
の
他
、

都
道
府
県
に
よ

る
私
立
学
校
の
振
興
に
必
要
な
補

助
金
財
源
の
確
保
を
図
る
。

�
地
方
に
お
け
る
私
学
振
興
運

動
を
積
極
的
に
支
援
す
る
。

６
�
私
立
学
校
関
係
税
制
改
正

に
関
す
る
対
策

�
学
校
法
人
に
対
す
る
税
制
上

の
優
遇
措
置
の
維
持
、
拡
大
を
図

る
。�

そ
の
他
、
私
立
学
校
生
徒
等

の
保
護
者
に
対
す
る
税
制
の
改
善

を
図
る
。

７
�
私
立
学
校
に
係
る
諸
改
革

に
関
す
る
対
策

「
教
育
改
革
」「
規
制
改
革
」

等
に
対
応
し
、
必
要
な
対
策
を
講

ず
る
。

８
�
私
立
中
学
校
教
育
の
振
興

に
関
す
る
対
策

�
義
務
教
育
に
対
す
る
公
費
支

出
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行

う
。�

私
立
中
高
一
貫
教
育
に
つ
い

て
実
態
を
把
握
し
、
教
育
課
程
の

あ
り
方
等
に
つ
い
て
検
討
を
行

う
。�

私
立
学
校
の
立
場
か
ら
小
・

中
学
校
の
接
続
の
あ
り
方
に
つ
い

て
の
検
討
を
行
う
。

�
国
公
立
中
高
一
貫
教
育
校
の

設
置
拡
大
に
つ
い
て
対
策
を
検
討

す
る
。

�
私
立
中
高
一
貫
教
育
に
係
る

当
面
す
る
諸
問
題
に
つ
い
て
検
討

し
、
意
見
表
明
等
必
要
な
対
策
を

行
う
。

２
�
調
査
お
よ
び
研
究
等
に
関
す

る
こ
と

私
立
学
校
の
健
全
な
発
展
を
図

る
た
め
、
私
立
学
校
の
教
育
お
よ

び
運
営
に
関
す
る
諸
問
題
に
つ
い

て
、
調
査
研
究
を
推
進
し
対
策
を

講
ず
る
。

日
本
私
立
中
学

高
等
学
校
連
合
会

平平
成成
２２２２
年年
度度
事事
業業
計計
画画
がが
決決
定定

現
行
の
国
庫
補
助

制
度
を
堅
持
拡
充
就
学
支
援
制
度
の

改
善
充
実
を
図
る

（４）平成２２年４月２０日私 学 時 報（第三種郵便物認可）第１２０１号



１
�
調
査
活
動

加
盟
団
体
等
に
対
す
る
情
報
の

提
供
な
ら
び
に
本
連
合
会
の
活
動

の
推
進
に
必
要
な
基
礎
資
料
を
整

備
す
る
た
め
、
次
の
調
査
・
研
究

資
料
の
収
集
お
よ
び
報
告
書
の
作

成
を
行
う
。

�
私
立
中
学
高
等
学
校
実
態
調

査
の
実
施
と
そ
の
報
告
書
の
作
成

�
都
道
府
県
私
学
助
成
状
況
調

査
の
実
施
と
そ
の
報
告
書
の
作
成

�
全
国
私
立
中
学
高
等
学
校
名

簿
の
作
成

�
調
査
研
究
資
料
の
収
集

�
そ
の
他
、
必
要
に
応
じ
て
行

う
調
査
の
企
画
・
実
施

�
調
査
の
電
子
媒
体
化
を
検
討

し
、
必
要
に
応
じ
て
実
施

２
�
私
立
学
校
に
関
す
る
制
度

等
の
研
究
お
よ
び
対
策

私
立
学
校
に
関
す
る
法
令
・
制

度
等
の
調
査
、
研
究
を
行
う
と
と

も
に
、
当
面
す
る
諸
問
題
に
つ
い

て
は
必
要
に
応
じ
て
財
団
法
人
日

本
私
学
教
育
研
究
所
と
連
携
し
、

適
切
な
対
策
を
講
ず
る
。

�
私
立
学
校
法
、
私
立
学
校
振

興
助
成
法
等
私
立
学
校
に
関
す
る

法
令
、条
例
、制
度
等
の
検
討
を
行

う
と
と
も
に
、
関
連
す
る
各
種
法

令
、
制
度
等
の
見
直
し
に
対
応
し
、

必
要
に
応
じ
て
対
策
を
講
ず
る
。

�
私
立
学
校
の
教
育
課
程
に
関

す
る
調
査
、
研
究
を
行
う
。

�
そ
の
他
私
立
学
校
の
教
育
お

よ
び
運
営
に
係
る
当
面
す
る
諸
問

題
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
。

３
�
生
徒
収
容
に
関
す
る
対
策

各
都
道
府
県
の
私
立
学
校
の
収

容
計
画
な
ら
び
に
公
私
立
高
等
学

校
協
議
会
の
対
策
に
資
す
る
た

め
、
調
査
研
究
を
行
う
と
と
も

に
、
文
部
科
学

省
へ
の
要
望
、

都
道
府
県
私
学

協
会
等
へ
の
情

報
提
供
等
を
行

う
。�

生
徒
収
容
に
関
す
る
課
題
の

検
討①

公
私
立
高
等
学
校
協
議
会
の

運
営
に
関
す
る
こ
と

②
入
学
者
選
抜
の
方
法
お
よ
び

実
施
期
日
に
関
す
る
こ
と

③
中
学
校
の
併
設
等
に
関
す
る

こ
と④

生
徒
数
の
動
向
に
関
す
る
こ

と
�
各
都
道
府
県
に
お
け
る
生
徒

収
容
と
公
私
立
高
等
学
校
協
議
会

の
実
態
に
関
す
る
調
査
の
実
施
と

そ
の
報
告
書
の
作
成

�
全
国
生
徒
収
容
対
策
会
議
の

開
催
お
よ
び
運
営

４
�
国
際
交
流
に
関
す
る
対
策

日
本
教
育
連
盟
に
よ
る
日
韓
教

育
文
化
交
流
事
業
へ
の
参
加
を
含

め
、
教
育
の
国
際
交
流
に
係
る
情

報
・
資
料
の
収
集
と
整
備
を
行
う

と
と
も
に
、
帰
国
生
徒
教
育
の
実

態
把
握
等
お
よ
び
対
応
に
つ
い
て

検
討
を
行
う
。

５
�
そ
の
他
緊
急
事
項
に
関
す

る
調
査
研
究
な
ら
び
に
対
策

３
�
加
盟
団
体
と
の
連
絡
提
携

本
連
合
会
を
構
成
す
る
各
都
道

府
県
私
学
協
会
と
電
子
媒
体
を
利

用
し
た
情
報
の
共
有
化
を
進
め
る

等
、
連
絡
提
携
を
強
化
す
る
。

４
�
広
報
活
動

私
立
学
校
教
育
の
振
興
の
た

め
、
関
係
機
関
等
へ
の
広
報
活
動

を
積
極
的
に
行
う
。

�
機
関
紙
「
私
学
時
報
」
を
原

則
と
し
て
年
６
回
発
行
す
る
。

�
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
公
開
と
運

営
を
行
う
。

�
マ
ス
コ
ミ
へ
の
広
報
活
動
を

含
め
広
報
活
動
全
般
の
あ
り
方
を

検
討
す
る
。

５
�
組
織
・
運
営

本
連
合
会
の
組
織
の
簡
素
化
、

運
営
の
効
率
化
の
た
め
事
務
局
の

あ
り
方
を
含
め
、
引
き
続
き
必
要

な
検
討
・
見
直
し
を
行
う
。

６
�
予
算
・
決
算

本
連
合
会
の
予
算
の
編
成
と
執

行
に
つ
い
て
審
議
を
行
う
。

７
�
財
団
法
人
日
本
私
学
教
育
研

究
所
（
日
私
教
研
）

�
日
私
教
研
が
実
施
す
る
学
校

教
育
お
よ
び
私
学
経
営
に
関
す
る

調
査
研
究
な
ら
び
に
研
修
事
業
に

つ
い
て
連
携
し
て
あ
り
方
を
検
討

し
、
全
面
的
な
支
援
と
協
力
を
行

う
。�

日
私
教
研
の
運
営
に
つ
い

て
、
必
要
な
提
言
・
支
援
を
行
う
。

８
�
関
係
団
体
と
の
連
絡
提
携

関
係
諸
団
体
と
の
連
絡
提
携
を

通
じ
て
、
本
連
合
会
の
事
業
の
推

進
を
図
る
。

�
全
国
私
立
学
校
審
議
会
連
合

会
、
全
国
私
学
退
職
金
団
体
連
合

会
、
全
国
私
立
工
業
高
等
学
校
長

会
、
全
国
私
立
看
護
高
等
学
校
協

会
、
全
国
私
立
高
等
学
校
定
時
制

連
絡
協
議
会
、
日
本
私
立
小
学
校

中
学
校
高
等
学
校
保
護
者
会
連
合

会
、
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済

事
業
団
、
私
学
研
修
福
祉
会
、
全

国
私
学
振
興
会
連
合
会
、
全
私
学

連
合
、
日
本
教

育
連
盟
、
そ
の

他
教
育
関
係
団

体
と
連
絡
提
携

す
る
。

�
私
立
の
初
等
中
等
教
育
の
充

実
発
展
の
た
め
、
日
本
私
立
小
学

校
連
合
会
と
緊
密
な
連
携
を
保

ち
、
相
互
協
力
す
る
。

９
�
そ
の
他
の
事
業

１
�
生
徒
の
表
彰

加
盟
団
体
に
所
属
す
る
各
中
学

校
高
等
学
校
の
卒
業
生
に
対
し
会

長
名
に
よ
る
表
彰
状
の
贈
呈
を
行

う
。２

�
各
種
保
険
に
関
す
る
事
業

�
私
立
学
校
賠
償
責
任
保
険

�
学
校
法
人
傷
害
保
険

�
私
立
学
校
法
定
外
労
災
保
険

３
�
私
学
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
基
金

に
関
す
る
事
業
の
促
進

１０
�
会
議
の
開
催

会
則
、
施
行
細
則
、
規
則
等
に

基
づ
い
て
、
本
連
合
会
の
運
営
と

事
業
の
遂
行
に
必
要
な
会
議
を
開

催
す
る
。

�
全
国
理
事
会

原
則
と
し
て

年
２
回
開
催
（
５
月
・
３
月
）

�
全
国
評
議
員
会

原
則
と
し

て
年
２
回
開
催
（
５
月
・
３
月
）

�
常
任
理
事
会

原
則
と
し
て

年
間
計
画
に
基
づ
い
て
開
催

�
監
事
会

年
２
回
開
催

�
正
副
会
長
会

常
設

必
要

に
応
じ
て
開
催

�
運
営
役
員
会

常
設

必
要

に
応
じ
て
開
催

�
部
会
・
部
会
委
員
会

常
設

必
要
に
応
じ
て
開
催

	
理
事
・
監
事
・
評
議
員
・
事
務

局
長
会
議

必
要
に
応
じ
て
開
催



全
国
協
会
長
会
議

必
要
に

応
じ
て
開
催

�
全
国
事
務
局
長
会
議

必
要

に
応
じ
て
開
催

１１

そ
の
他
の
会
議

必
要
に
応

じ
て
開
催

私
学
に
関
す
る
制

度
等
の
検
討
対
策
全
国
生
徒
収
容
対

策
会
議
の
開
催
も
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本
連
合
会
は
毎
年
、
各
都
道
府

県
の
新
年
度
当
初
予
算
案
に
お
け

る
私
立
高
校
等
に
対
す
る
経
常
費

助
成
の
生
徒
一
人
当
た
り
単
価
等

を
調
査
し
て
い
る
が
、
こ
の
ほ
ど

そ
の
調
査
結
果
が
ま
と
ま
っ
た
。

知
事
選
の
影
響
で
骨
格
予
算
案

を
計
上
し
て
い
る
自
治
体
も
一
部

に
あ
る
が
、
各
都
道
府
県
の
平
成

二
十
二
年
度
の
当
初
予
算
案
を
概

観
す
る
と
、
高
校
（
全
日
制
・
定

時
制
）
で
は
、
四
十
七
都
道
府
県

の
中
の
十
一
府
県
で
生
徒
一
人
当

た
り
補
助
単
価
が
前
年
度
を
下
回

っ
た
。
た
だ
し
各
都
道
府
県
の
経

常
費
助
成
単
価
の
単
純
平
均
値
は

前
年
度
に
比
べ
二
千
百
十
六
円

（
〇
・
六
五
％
）
増
え
て
三
十
二

万
五
千
四
百
十
一
円
と
な
っ
た
。

財
源
措
置
額
（
い
わ
ゆ
る
標
準
単

価
）
と
比
べ
る
と
六
・
二
九
％
上

回
っ
て
い
る
。
中
学
校
で
は
、
経

常
費
助
成
の
生
徒
一
人
当
た
り
単

価
の
単
純
平
均
値
は
二
十
九
万
三

百
四
十
三
円
で
、
前
年
度
と
比
べ

〇
・
四
一
％
増
え
た
も
の
の
、
財

源
措
置
額
と
比
べ
る
と
、
二
・
八

五
％
下
回
っ
て
い
る
。
高
校
と
比

べ
中
学
校
の
助
成
額
は
厳
し
い
状

況
で
、
財
源
措
置
額
に
届
い
て
い

な
い
自
治
体
が
二
十
六
道
府
県
あ

る
。
高
校（
広
域
以
外
の
通
信
制
）

の
生
徒
一
人
当
た
り
単
純
平
均
助

成
単
価
は
六
万
千
七
百
十
一
円
で

前
年
度
と
比
べ
〇
・
三
二
％
の
増

額
。
た
だ
し
財
源
措
置
額
を
約
二

千
九
百
円
下
回
っ
て
い
る
。

各各
都都
道道
府府
県県
平平
成成
２２２２
年年
度度
当当
初初
予予
算算
案案
調調
査査

報報
告告

高校の生徒１人
当たり助成単価

全国平均で
３２５，４１１円

平成２２年度都道府県別私立高等学校等経常費助成（一般補助・生徒等１人当たり単価）一覧 （単位：円、％）

２２年度単価変更
（補正）の予定

なし
なし

あり（９月）
なし
なし

あり（高全日制２月）
あり（２月）
なし
なし
なし
なし
未定

あり（２月）
未定
なし
なし

あり（６月）
あり（２月）
あり（２月）
あり（高全日制２月）
なし
なし
なし
未定
なし
未定
なし
なし
なし

あり（２月）
なし

あり（２月）
なし
なし
なし
なし

あり（２月）
未定
なし
なし

あり（２月）
あり（６月）
あり（２月）
あり（２月）
あり（未定）
あり（３月）
なし
�
�

注①：平成２１年度及び２２年度単価は当初予算単価（国庫補助金の一般補助対応額）。いずれも予算積算上の単価で、都道府県私立学校主管課に照会したものである。
財源措置額には、私立高等学校生徒授業料軽減費分〔２１年度単価２，０００円、２２年度単価５，０００円〕を算入せず。長崎県は知事選に伴い、平成２２年度は骨格予算（６月
頃正式決定の予定）。注②：「高等学校広域以外の通信制課程」和歌山県の２１年度単価・長野県の２２年度単価は「単純平均」の算定から除外した。注③：中等教育
学校単価〔宮城県は前期課程２１年度２８０，８８３円、同２２年度２８５，４８５円、後期課程２１年度３０４，３０４円、同２２年度３０７，２８７円。茨城県は前期課程２１年度２９３，６７２円、同２２年
度２９８，８７２円、後期課程２１年度３２７，５９３円、同２２年度３２９，３２７円。群馬県は前期課程２１年度２９３，６７２円、同２２年度２９８，８７２円、後期課程２１年度３４３，６３３円、同２２年度３４４，
９３３円。（千葉県は積算なし）。神奈川県は前期及び後期課程２１年度２９７，０２６円、同２２年度２８０，４８７円。長野県（新設）は平成２２年度前期課程２９８，８７２円、愛知県は前期
課程２１年度２９３，２８８円、同２２年度２９０，８９５円、後期課程２１年度３００，２４５円、同２２年度２９８，５２０円。大阪府は前期課程２１年度２１４，４２５円、同２２年度２０５，６８７円、後期課程２１
年度２７０，８４８円、同２２年度２７５，５２８円。奈良県は前期課程２１年度２４２，０００円、同２２年度２４３，０００円、後期課程２１年度３１５，５００円、同２２年度３１７，５００円。愛媛県は前期課程
２１年度２７８，５２４円、同２２年度２８４，１２４円、後期課程２１年度２８６，３８７円、同２２年度２９１，７８７円。福岡県（新設）は、前期課程２２年度２９８，８７２円〕。注④：東京都・滋賀県・
広島県・徳島県〔高等学校広域以外の通信制課程を除く全学種〕、及び愛知県〔高等学校全日制・定時制課程のみ〕・山口県〔中学・高等学校全日制〕の単価には「教
育改革推進特別経費」分を含む（一般補助と区分できず）。長野県の単価には「特別補助」分を含む（同様）。注⑤：２２年度より積算方法が変更された都道府県はなし。

中学校
２２単価／財源措置
▲０．０５
０．００
▲１．６５
▲４．４８
０．２２
０．００
▲０．６５
▲０．４３
０．００

▲１１．５７
０．００

▲１５．０４
０．００

▲２８．３３
１３．２５
０．００
▲５．２９
１２．９８
▲０．４３
０．００
▲１．０２
２．９４
▲２．６７
０．００
▲９．９９
▲４．１７
▲３１．１８
▲３．１９
▲１８．６９
▲５．１１
３４．９９
▲８．４２
▲１４．８４
０．００

▲１２．６７
▲４．０６
▲１３．０２
▲４．９３
０．００
０．００
０．００
▲０．８６
０．００
０．００
▲０．６０
０．８９
３．９３
▲２．８５
�

２２単価／２１単価
１．８１
１．７７
１．７５
１．６４
１．７１
１．７７
３．０９
１．７１
１．７７

▲１３．４０
１．７７
０．００
１．７７
▲３．１５
▲１．９８
１．７７
０．０１
２．１８
０．９３
１．７７
０．９９
１．７２
▲０．８２
１．７７
０．００
１．９６
▲４．０８
０．５９
０．４１
１．８７

▲１０．８５
１．０２
▲１．７０
１．７７
０．００
０．８９
０．０２
２．０１
１．７７
１．７７
１．７７
０．００
１．７７
１．７７
２．２３
１．７８
４．５５
０．４１
１．７７

２２年度単価
２９８，７１８
２９８，８７２
２９３，９３２
２８５，４８５
２９９，５４４
２９８，８７２
２９６，９３２
２９７，５９７
２９８，８７２
２６４，３００
２９８，８７２
２５３，９３１
２９８，８７２
２１４，１９２
３３８，４６８
２９８，８７２
２８３，０６０
３３７，６７２
２９７，５９２
２９８，８７２
２９５，８３６
３０７，６７２
２９０，８９５
２９８，８７２
２６９，０００
２８６，４００
２０５，６８７
２８９，３４２
２４３，０００
２８３，６００
４０３，４４５
２７３，７１６
２５４，５２５
２９８，８７２
２６１，０００
２８６，７２７
２５９，９７２
２８４，１２４
２９８，８７２
２９８，８７２
２９８，８７２
２９６，２９８
２９８，８７２
２９８，８７２
２９７，０７９
３０１，５３９
３１０，６２５
２９０，３４３
２９８，８７２

高等学校（全日制・定時制課程）
２２単価／財源措置

８．６２
３．３５
５．９７
０．３７
５．７６
５．４０
１２．５１
１１．７４
７．５７
２．０８
１２．６７
▲１２．６９
１．９６
▲３．６１
２６．５７
８．００
１０．１６
１１．１０
９．７９
２．５５
７．６８
１２．２２
▲０．０２
２．７８
２．８９
３．２９

▲１０．００
１０．２３
３．７１
７．７１
５３．１１
▲２．３２
６．３３
９．９６
１０．２４
５．９６
４．５１
▲４．６９
３．９２
８．２２
９．６９
６．６５
２．２４
１．７５
２．６３
３．２５
３．９８
６．２９
�

２２単価／２１単価
２．７４
０．００
２．３８
０．９８
▲０．３７
▲０．１０
４．２２
１．１２
０．５３
０．００
０．３８
０．５６
２．７０
▲２．２７
３．４８
１．４０
０．０９
▲０．２３
０．３８
▲１．７９
３．２６
１．５４
▲０．５６
０．１６
０．００
▲５．０４
１．７３
１．１１
０．６３
０．７９
▲４．２５
▲０．５０
▲２．８３
０．９６
▲０．７４
１．７３
０．５７
１．８９
４．０２
１．５９
２．５０
０．００
１．１０
１．３０
０．２８
１．６７
４．５５
０．６５
１．７３

２２年度単価
３３２，５３７
３１６，３８４
３２４，４３１
３０７，２８７
３２３，７８３
３２２，６８５
３４４，４３５
３４２，０９２
３２９，３２７
３１２，５００
３４４，９３３
２６７，３０３
３１２，１４３
２９５，０８２
３８７，４９８
３３０，６４１
３３７，２５３
３４０．１３１
３３６，１１６
３１３，９４７
３２９，６５６
３４３，５４３
３０６，０８０
３１４，６４２
３１５，０００
３１６，２２６
２７５，５２８
３３７，４５５
３１７，５００
３２９，７４０
４６８，７２３
２９９，０３４
３２５，５１４
３３６，６４７
３３７，５００
３２４，３８０
３１９，９４４
２９１，７８７
３１８，１４３
３３１，３１３
３３５，８１８
３２６，５０５
３１２，９９１
３１１，５０７
３１４，２０７
３１６，１００
３１８，３１６
３２５，４１１
３０６，１４３

区 分

北海道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
新 潟
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
神奈川
東 京
富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野
岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和歌山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀

＊長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿児島
沖 縄
単純平均
財源措置
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第
三
者
評
価
に
盛
り
込
む

べ
き
事
項
等

で
報
告
ま
と

め
る

公
立
小
中
の
学
級
編
制
等
審
議

小
・
中
・
高
校
の
学
習
指
導
要

領
改
訂
に
合
わ
せ
て
学
習
評
価
の

見
直
し
作
業
を
続
け
て
き
た
中
央

教
育
審
議
会
初
等
中
等
教
育
分
科

会
教
育
課
程
部
会
「
児
童
生
徒
の

学
習
評
価
の
在
り
方
に
関
す
る
ワ

ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」
は
、
三
月

十
七
日
、
文
部
科
学
省
内
で
最
終

会
合
（
第
十
三
回
）
を
開
き
、
一

年
に
亘
る
審
議
結
果
を
「
報
告

案
」
と
し
て
取
り
ま
と
め
た
。
主

査
に
よ
る
文
言
等
の
一
部
修
正
の

後
、
三
月
二
十
四
日
の
初
等
中
等

教
育
分
科
会
・
教
育
課
程
部
会
合

同
会
議
に
報
告
さ
れ
、
原
案
通
り

了
承
さ
れ
た
。
同
省
は
速
や
か
に

学
習
評
価
の
在
り
方
に
つ
い
て
の

考
え
方
を
各
都
道
府
県
等
に
通
知

す
る
が
、
現
在
、
同
省
で
は
様
式

の
参
考
例
を
含
め
通
知
に
つ
い
て

の
検
討
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
。

通
知
は
五
月
に
ず
れ
込
む
可
能
性

も
。
小
学
校
等
の
評
価
規
準
、
現

場
で
使
い
や
す
い
資
料
等
に
つ
い

て
は
国
立
教
育
政
策
研
究
所
が
作

成
す
る
が
、
小
学
校
新
学
習
指
導

要
領
が
平
成
二
十
三
年
度
か
ら
完

全
実
施
の
た
め
、
遅
く
と
も
今
年

秋
ま
で
に
作
成
さ
れ
る
見
通
し
。

「
目
標
に
準
拠
し
た
評
価
」
に

つ
い
て
は
、
地
域
や
教
員
に
よ
っ

て
評
価
結
果
に
違
い
が
生
じ
て
い

る
の
で
は
と
の
保
護
者
の
不
信
を

か
う
ケ
ー
ス
が
見
ら
れ
た
が
、
報

告
案
で
は
、
各
学
校
に
お
い
て
は

組
織
的
・
計
画
的
な
取
り
組
み
を

推
進
し
、
学
習
評
価
の
妥
当
性
、

信
頼
性
等
を
高
め
る
努
力
が
必
要

と
し
て
い
る
。
同
省
で
は
信
頼
性

を
高
め
る
た
め
、
成
績
分
布
図
を

示
す
こ
と
な
ど
も
可
能
と
し
て
い

る
。
高
校
に
お
け
る
「
観
点
別
学

習
状
況
の
評
価
」
に
関
し
て
は
、

扱
い
に
変
更
は
な
い
見
通
し
。

学
校
の
第
三
者
評
価
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
の
策
定
等
に
関
す
る
調
査

研
究
協
力
者
会
議
は
、
三
月
三
十

一
日
、「
学
校
の
第
三
者
評
価
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
盛
り
込
む
べ
き

事
項
等
に
つ
い
て
」
と
題
す
る
報

告
を
取
り
ま
と
め
た
。
同
省
で
は

今
後
、
学
校
評
価
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

を
改
訂
す
る
。

今
回
の
報
告
で
は
、
第
三
者
評

価
は
、
学
校
と
そ
の
設
置
者
が
実

施
者
と
な
り
、
そ
の
責
任
の
下

で
、
第
三
者
評
価
が
必
要
で
あ
る

と
判
断
し
た
場
合
に
実
施
す
る
も

の
と
位
置
付
け
、
法
令
上
、
実
施

義
務
や
実
施
の
努
力
義
務
を
課
す

も
の
で
は
な
い
、
と
し
て
い
る
。

実
施
体
制
と
し
て
は
、
外
部
の
専

門
家
を
中
心
と
す
る
評
価
チ
ー
ム

を
編
成
し
て
評
価
を
行
う
ほ
か
、

学
校
関
係
者
評
価
の
評
価
者
の
中

に
外
部
の
専
門
家
を
加
え
て
、
学

校
関
係
者
評
価
と
第
三
者
評
価
の

両
方
の
性
格
を
併
せ
持
つ
も
の
と

し
て
行
う
方
法
、
一
定
地
域
内
の

複
数
の
学
校
が
協
力
し
て
、
互
い

の
学
校
の
教
職
員
を
第
三
者
評
価

の
評
価
者
と
し
て
行
う
方
法
を
挙

げ
、
こ
う
し
た
方
法
も
含
め
柔
軟

に
対
応
す
る
こ
と
を
提
言
。

評
価
者
に
関
し
て
は
、
学
校
運

営
に
つ
い
て
専
門
的
視
点
か
ら
評

価
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
者
の
中

か
ら
、
実
施
者
が
ふ
さ
わ
し
い
見

識
と
能
力
を
有
す
る
と
判
断
し
た

上
で
選
定
す
る
こ
と
な
ど
を
提
言

し
て
い
る
。

私
立
学
校
に
関
し
て
は
、
報
告

で
は
、
私
立
学
校
に
お
い
て
は
建

学
の
精
神
に
基
づ
い
た
教
育
が
行

わ
れ
て
お
り
、
学
校
を
選
択
す
る

段
階
で
様
々
な
評
価
を
常
に
受
け

て
い
る
点
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ

る
、
と
し
て
い
る
。

中
央
教
育
審
議
会
初
等
中
等
教

育
分
科
会
・
教
育
課
程
部
会
合
同

会
議
が
三
月
二
十
四
日
、
文
部
科

学
省
内
で
開
か
れ
、
公
立
小
・
中

学
校
等
に
お
け
る
、
今
後
の
学
級

編
制
・
教
職
員
定
数
改
善
の
在
り

方
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
た
。

委
員
か
ら
は
昭
和
五
十
五
年
以

降
、
三
十
年
間
続
い
て
い
る
「
四

十
人
学
級
」
に
つ
い
て
、
教
員
が

子
ど
も
た
ち
と
向
き
合
う
時
間
を

確
保
し
、
様
々
な
教
育
課
題
に
対

応
す
る
た
め
、
三
十
人
や
三
十
五

人
学
級
実
現
に
向
け
た
見
直
し
を

求
め
る
意
見
が
相
次
い
だ
。
た
だ

し
現
在
、
義
務
教
育
費
の
国
庫
負

担
率
は
三
分
の
一
、
三
分
の
二
は

都
道
府
県
負
担
の
た
め
、
国
庫
負

担
率
二
分
の
一
へ
の
復
元
や
、
昨

年
の
事
業
仕
分
け
で
国
に
よ
る
全

額
負
担
化
の
意
見
も
出
た
こ
と
を

挙
げ
負
担
率
の
引
き
上
げ
を
求
め

る
意
見
も
聞
か
れ
た
。
地
方
自
治

体
の
首
長
の
委
員
は
学
級
定
員
の

引
き
下
げ
は
、
学
校
施
設
の
整
備

の
必
要
性
に
繋
が
り
、
耐
震
化
も

大
き
な
課
題
の
た
め
地
域
に
任
せ

た
運
用
、
段
階
的
な
実
施
を
要
請

し
た
。

今
後
の
学
校
編
制
・
教
職
員
定

数
の
改
善
に
関
し
て
同
省
は
、
二

月
と
三
月
に
公
立
学
校
関
係
の
二

十
一
団
体
か
ら
意
見
を
聴
取
、
そ

の
後
国
民
か
ら
の
意
見
募
集
、
四

月
以
降
に
有
識
者
か
ら
ヒ
ア
リ
ン

グ
を
行
っ
た
後
、
同
省
と
し
て
の

基
本
方
針
を
ま
と
め
、
来
年
度
概

算
要
求
に
反
映
す
る
意
向
。
中
教

審
に
は
、
必
要
に
応
じ
て
意
見
を

伺
い
な
が
ら
検
討
を
進
め
る
方

針
。
こ
う
し
た
方
針
に
委
員
か
ら

は
「
中
教
審
で
し
っ
か
り
議
論
さ

せ
て
頂
き
た
い
」と
、ま
た
梶
田
叡

一
初
等
中
等
教
育
分
科
会
長
（
教

育
課
程
部
会
長
）
も
、「
大
枠
は
政

治
の
舞
台
で
、
中
身
は
中
教
審
で
」

と
語
っ
た
。こ
の
ほ
か
委
員
か
ら

は
「
量
の
問
題
で
は
な
い
。
学
校

や
教
職
員
の
働
き
方
を
変
え
る
契

機
に
な
る
。
地
方
自
治
体
の
教
育

を
大
き
く
変
え
る
も
の
」
な
ど
と

し
て
し
っ
か
り
と
し
た
議
論
の
必

要
性
が
指
摘
さ
れ
た
。

教
育
制
度
等
の
見
直
し
を
審
議
し
て
い
た
文
部
科
学
省
の
協
力
者
会

議
等
が
相
次
い
で
報
告
等
を
ま
と
め
た
。
そ
の
う
ち
第
三
者
評
価
、
学

習
評
価
、
公
立
学
校
の
学
級
編
制
等
の
問
題
を
取
り
上
げ
た
。

学
習
評
価
の
在
り
方
Ｗ
Ｇ
が
報
告

教教
育育
改改
革革
のの

動動

向向
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研
究
・
研
修
統
轄
会
議
の
初
会
合
開
く

財
団
法
人
日
本
私
学
教
育
研
究

所
（
吉
田
晋
理
事
長
、
中
川
武
夫

所
長
）
は
、
三
月
九
日
、
東
京
・

市
ヶ
谷
の
私
学
会
館
で
理
事
会
・

評
議
員
会
合
同
会
議
を
開
き
、
平

成
二
十
二
年
度
事
業
計
画
・
同
予

算
等
を
決
め
た
。
日
本
私
立
中
学

高
等
学
校
連
合
会
と
の
連
携
・
協

力
を
強
め
、
初
等
中
等
教
育
に
お

け
る
私
立
学
校
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク

的
機
構
を
強
化
す
る
。
そ
の
た
め

一
般
研
修
を
改
編
し
、
新
た
な
研

究
・
研
修
事
業
実
施
体
制
を
構
築

す
る
。
一
般
研
修
事
業
は
、
①
喫

緊
の
重
要
課
題
を
扱
う
研
修
②
継

続
的
に
検
討
が
必
要
な
課
題
を
扱

う
研
修
③
こ
れ
ら
の
研
修
会
で
扱

っ
た
課
題
の
研
究
を
さ
ら
に
進
化

さ
せ
、
全
国
に
発
信
す
る
研
修
に

再
整
理
す
る
。
こ
の
う
ち
①
で
は

「
私
学
経
営
研
修
会
」
を
、
②
の

研
修
と
し
て
は
、「
私
立
学
校
専

門
研
修
会
」
を
、
③
の
研
修
と
し

て
は
「
全
国
私
学
教
育
研
究
集

会
」
を
実
施
す
る
。
二
十
二
年
度

の
私
学
経
営
研
修
会
は
、
六
月
三

・
四
の
両
日
、
仙
台
市
の
仙
台
ガ

ー
デ
ン
パ
レ
ス
で
開
催
す
る
。
研

修
テ
ー
マ
は
「
政
策
転
換
期
を
拓

く
私
学
経
営
と
教
育
」。（
※
参
加

申
し
込
み
受
け
付
け
中
）

私
立
学
校
専
門
研
修
会
に
は
中

高
連
の
部
会
・
委
員
会
組
織
・
会

務
分
掌
に
準
じ
て
、
教
育
制
度
部

会
、
教
育
課
程
部
会
、
法
人
管
理

事
務
運
営
部
会
、
国
際
教
育
研
究

部
会
、
次
世
代
後
継
者
育
成
部
会

が
設
け
ら
れ
る
。
従
来
か
ら
の
教

科
教
育
、
生
徒
指
導
、進
路
指
導
、

学
校
図
書
館
に
係
る
各
研
修
会
は

一
旦
実
施
を
休
止
。

二
十
二
年
度
の
全
国
私
学
教
育

研
究
集
会
は
長
崎
県
の
開
催
。
私

学
経
営
な
ど
六
部
会
を
開
催
。

こ
の
ほ
か
地
区
別
研
修
会
や
府

県
別
研
修
会
、
初
任
者
研
修
会
、

十
年
経
験
者
研
修
会
、
私
立
学
校

実
務
者
研
修
会
等
を
開
く
。

こ
う
し
た
研
究
・
研
修
事
業
は

従
来
の
事
業
運
営
委
員
会
や
研
修

研
究
運
営
委
員
会
、
初
任
者
研
修

等
運
営
委
員
会
を
統
合
し
て
新
設

す
る
「
研
究
・
研
修
統
轄
会
議
」

の
下
で
運
営
す
る
。
こ
の
ほ
か
五

月
中
旬
に
事
務
所
を
現
在
の
東
京

・
麹
町
か
ら
私
学
会
館
に
近
い
九

段
北
の
市
ヶ
谷
Ｕ
Ｎ
ビ
ル
に
移
転

す
る
。

日
本
私
学
教
育
研
究
所
は
、
三

月
十
八
日
、
東
京
・
市
ヶ
谷
の
私

学
会
館
で
「
研
究
・
研
修
統
轄
会

議
」
の
初
会
合
を
開
い
た
。
構
成

員
は
、
中
川
所
長
を
議
長
に
六
専

門
委
員
会
の
正
副
専
門
委
員
長
、

所
長
が
指
名
し
た
理
事
、
事
務
局

長
。
加
え
て
理
事
長
が
参
加
す
る
。

こ
の
日
の
会
議
で
は
専
門
委
員

会
の
委
員
構
成
が
報
告
・
承
認
さ

れ
た
。
専
門
委
員
会
の
委
員
構
成

は
、
専
門
委
員
長
、
副
専
門
委
員

長
、
専
門
委
員
、
事
務
局
長
、
必

要
に
応
じ
て
臨
時
委
員
お
よ
び
客

員
研
究
員
の
五
～
六
人
。
こ
の
う

ち
私
学
経
営
専
門
委
員
長
に
は
實

吉
幹
夫
・
東
京
女
子
学
園
中
学
高

校
理
事
長
・
校
長
、
教
育
制
度
専

門
委
員
長
に
は
長
塚
篤
夫
・
順
天

中
学
高
校
長
、
教
育
課
程
専
門
委

員
長
に
は
清
水
哲
雄
・

友
学
園

女
子
中
学
高
校
長
、
法
人
管
理
事

務
運
営
専
門
委
員
長
に
は
工
藤
誠

一
・
聖
光
学
院
中
学
高
校
長
、
国

際
教
育
研
究
専
門
委
員
長
に
は
大

羽
克
弘
・
千
葉
英
和
高
校
理
事
長

・
校
長
、
次
世
代
後
継
者
育
成
専

門
委
員
長
に
は
木
内
秀
樹
・
東
京

成
徳
大
学
中
学
高
校
長
が
就
任
し

た
。
各
専
門
委
員
会
は
、
私
学
経

営
研
修
会
に
加
え
て
、「
私
立
学

校
専
門
研
修
会
」
の
教
育
制
度
部

会
、
教
育
課
程
部
会
、
法
人
管
理

事
務
運
営
部
会
、
国
際
教
育
研
究

部
会
、
次
世
代
後
継
者
育
成
部
会

の
企
画
・
立
案
・
運
営
を
担
当
す

る
。
法
人
管
理
事
務
運
営
部
会
は

八
月
二
十
七
日
、
東
京
・
市
ヶ
谷

の
私
学
会
館
で
の
開
催
。
次
世
代

後
継
者
育
成
部
会
は
私
学
関
係
者

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
や
情
報

交
換
を
目
的
と
し
て
い
る
。

私

立

学
校
の

シ
ン
ク
タ
ン
ク
と
し

て
の

役
割
果
た
す

２２
年
度
の
事
業
計
画
等
決
定

日日
私私
教教
研研
だだ
よよ
りり
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